２００６年６月定例県議会を終えて
　　　　　　　　　　　　　　　　　２００６．７．３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党　広島県議会議員　辻　恒雄
　２００６年６月定例県議会は６月２２日開会、７月３日に閉会しました。一般質問は６人が行い、私の質問はありませんでした。各議案に対する態度を以下のように決め、表決にのぞみました。

（□＝賛成、■＝反対、△＝棄権）
【６月定例県議会の特徴と問題点】

　

　６月広島県議会は、一般会計補正予算が1件、「職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例案」など条例案12件、人事案件として「広島県公安員会委員の任命の同意について」など２件、その他の議案では、「広島港港湾環境整備工事請負契約」（出島地区産業廃棄物処分場建設）の議案など11件が上程されました。補正予算はエルミタージュ美術館企画展の入館者が見込みより下回ったためにできた赤字の穴埋めに2432万8千円、豪雪で被災した国重要文化財の荒木家住宅（庄原市）の保存修理に551万5千円、そして、豪雪で被災した自然公園施設の復旧経費として4200万円計上されました。

　最終日の7月3日、議員定数・選挙区問題で紛糾し深夜におよびました。

　知事、米軍岩国基地の増強は広島県に「多大な影響が懸念する」と表明、恒常的な空母艦載機の離発着訓練施設は容認できない

　知事は知事説明で米軍再編計画にふれ「米空母艦載機等が移駐すれば、岩国基地の航空機数は我が国で最大級となり、騒音被害や事故発生の危険性の増大、中山間地における低空飛行の増加、有事におけるテロ等の攻撃対象となるなど、本県への多大な影響を懸念する」と表明し、５月１日、国に県民の安全で安心な暮らしを守る努力をはらうよう要請したことを明らかにしました。また、恒常的な空母艦載機離発着訓練施設を広島県内や瀬戸内海地域に建設することは容認できないことも明らかにしました。　　県民の安全と安心を確保する立場として評価できるものです。

　若者の就業支援は積極的に対応するとして相談窓口を増やすことを表明しました。相談窓口を増やすことも必要ですが、仕事の場をどのようにどれだけ増やすかが問われています。

　知事はこのほか、元気な広島県の実現に向けて「広島県人づくり懇話会」の設置を表明。さらに、「教育県ひろしま」の創造では高等学校の差別化をつくりだしている高等学校学力向上対策進学事業を強調しました。この事業は競争と選別を推進させる事業として批判をしている事業です。暮らしの「安心」を守るとして、今年５月に県立身体障害者リハビリセンターに「広島県高次脳機能センター」の開設と７月21日に県立広島病院に県内で始めて化学療法を専門とする臨床腫瘍科の開設されます。

各会派が知事後援会政治資金疑惑を追及、新たな事実の解明はされず

　この議会でも藤田知事後援会の政治資金疑惑の真相解明を各会派が追求しました。しかし、これまでの域を出ることはありませんでした。

　議員定数・選挙区問題で自民議員会が反発、議長不信決議案を提出。議長採決で神石高原町は府中市と強制合区になる。

　今議会での重要案件に県議会議員の定数と選挙区割りの決定があります。議員定数・選挙区調査特別委員会での結論を受け議員定数と選挙区について結論を出すことになっていました。７月３日、「議員定数・選挙区調査特別委員会」の委員長報告が行われ、総定数は66人、豊田郡は竹原市と、世羅郡は三原市と、神石高原町は福山市と合区することが委員会で決められたと報告されました。この後、自民党議員会と自民党刷新会がそれぞれ条例改正案を提出し採決に付されました。まず、投票方法について、記名投票か無記名投票かがはかられ賛成多数で無記名投票と決定しました。提案された条例案は、自民党議員会は「定数６６、神石高原町は福山市と合区」、自民党刷新会は「議員定数６６、神石高原町は府中市と合区」というものです。趣旨説明、討論のあとまず、自民党議員会が提出した条例案が採決されました。結果は賛成３２、反対３２、無効２でした。可否同数のため、議長が採決に加わり反対票を投票したため、この条例案は否決されました。この事態に自民党議員会らが反発し、「…議決を得て設置された法定の特別委員会の結論を無視し、この条例案を否決した。この議長の行為は、議会における意思決定のあり方を逸脱した不適切な議会運営といわざるを得ず、この責任は極めて重大である」と「議長不信任決議案」を提出しました。休憩後、まず議長不信任決議案が採決され、賛成少数で否決。その後、自民党刷新会が提案した条例改正案が採決され、賛成３３、反対３３と、これまた可否同数となりました。議長が賛成票を投じたことによって条例案は可決されました。したがって、来年の県議会議員選挙は議員定数66名、神石高原町は府中市と、世羅郡は三原市と、豊田郡は竹原市と合区することが決定しました。

　議長不信決議案に反対の態度をとる

　議長不信任決議案の採決の際、私は反対の態度をとりました。それは、可否同数の時にとった議長の行為は、不信任を問うような問題ではないと判断したからです。

　議案の採決で可否同数の場合、議長が採決に加わることになっています。賛成・反対のどちらかを選ぶのは議長個人の判断にまかされる性質のものです。議員定数・選挙区調査特別委員会での結論は委員会の採決によって決せられたものです。その結論に議長は拘束されるものではありません。この際、議長が反対票を投じても、「…議会における意思決定のあり方を逸脱した不適切な議会運営」には当たりません。議案の最終決定は、本会議主義を採っている議会では本会議場で最終的に決定されます。賛成・反対の意見が拮抗している場合、場合によっては本会議場の採決によって逆転することもあるのです。

　議員定数・選挙区について、議員定数削減案であり両案に反対の態度をとる

　議定数・選挙区の問題では、議員定数削減と選挙区割りが一体となって提案されています。私は、地方自治の実現、議会制民主主義の確保、県政へ住民意思の適正な反映の保障、県政への多様な立場の確保などから議員定数削減には従来から反対であり、両案に反対の態度で臨みました。

　住民自治の実現は、地方議員の住民による直接選挙と、議会における住民意思の反映によって保障されます。地方議会は住民にもっとも身近な議会として、住民の声を自治体に反映する住民の代表機関でもあります。県議会議員は県民と県政をつなぐパイプの役割を果たしています。県議会議員の定数削減は、このパイプを細くし地方議会における議会制民主主義を切り縮め、自治体を住民にとって遠い存在にしかねません。また、議員定数の削減は、大会派には有利に、無党派など少数会派には不利にはたらき、結果として広範な県民の意見を切り捨てることになります。
　議員定数削減の問題点について、2005年３月に都道府県議会制度研究会の中間報告は次のように指摘しています。「議員定数については、次のように考えられるべきである。議会は地域における政治の機関であり行政体制の一部でない。したがって、議員定数の問題は単に行政の簡素合理化と同じ観点からのみ論じる問題ではない。議員定数は、議会の審議能力、住民意思の適正な反映を確保することを基本とすべきであり、議会の役割がますます重要になっている現状においては、単純な定数の一律削減論は適当でない。また、競って定数削減を行うことは、地域における少数意見を排除することになりかけない点にも留意すべきである。」（都道府県議会制度研究会・中間報告、2005年3月）
　「議員定数を減らすべき」との県民の意見があることは承知しています。県民の暮らしは厳しくなる一方、県政は「住民の福祉の増進」という本来の役割を投げ捨てて、国や大企業に顔を向け、くらしや福祉は削るなど、県民の願いとかけ離れた県民に冷たい県政をすすめています。こうしたことがあいまって、「議員はいらない」などの政治不信に結びついていると考えています。これらを払拭するためには、議員が不断に研鑽に励み、県民の願い実現に力を注ぎ、県民の付託に応えるように努力を重ね、県民からの信頼を高めていくことが必要です。同時に、開かれた議会として情報公開をはじめ民主的な議会運営の更なる推進、政務調査費の領収書の添付で透明性の向上を図り説明責任を果たすなど、やるべきことは多くあります。これらを着実に実行し、県政と県議会が県民により身近なものになるための努力を行わなくてはなりません。
　厳しい県財政で財政再建なども論じられていますが、財政を言うのであれば４年間で7,000万円の予算を組んでいる議員の海外視察をただちに中止すべきです。議員報酬、期末手当や費用弁償のさらなる削減、政務調査費の見直しなどに取り組むべきです。そして、何よりもムダな大型事業にキッパリとメスを入れることです。

　私は生活福祉保健委員に選任され、各常任委員会委員、議会運営委員会委員、正副委員長を選任

　別紙に示したように、各常任委員会委員、議会運営委員会委員、正副委員長の選任が行われました。私は今回、生活福祉保健委員に選任されました。

　議員の海外視察の派遣に反対

　この議会では、広島県議会中東行政視察団派遣の議案も上程されています。私は議員の海外視察は県の財政状況から、また、内容的にも中止をこれまで求めてきました。今回、別紙で示したように3人の議員がポーランド、ウクライナそしてクロアチア共和国などに行政視察に行くようでありますが、この派遣には反対しました。

【議案に対する態度】
県第71号議案　　平成18年度広島県一般会計補正予算（第１号）
　補正予算の中の国際的芸術文化交流推進事業に関わる補正予算額は、エルミタージュ美術館の分館誘致構想の中で立てられた企画展の入館者数が見込みを大幅に下回ったための穴埋めとなっている。わが党は国際文化の交流は大切にするものであるが、エルミタージュ美術館分館を安易に誘致するという立場に立たない。しかし、補正予算全体としては災害復旧などもあるので、意見を付して賛成する。

□県第72号議案　職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例案
□県第73号議案　広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例の一部を改正する条例案
□県第74号議案　議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例案
□県第75号議案　広島県手数料条例の一部を改正する条例案
■県第76号議案　広島県税条例の一部を改正する条例案
　この条例は、政府による所得税・住民税の定率減税の廃止を地方税の分野で追認するもので、県民に多大な税負担を強いる結果となり容認できない。また、法人事業税の減税措置の本則化は、住民への増税とは逆に企業には減税措置を国にならって恒久化するものであり、二重に問題がある。さらに、住民税率のフラット化は住民自治を支える財源を所得の低い人にも一律に負担させるもので、民主的な税制の基本である累進税率制に反し、今後に禍根を残すことになるため、反対する。
□県第77号議案　電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例の一部を改正する条例案
■県第78号議案　広島県立大野寮設置及び管理条例等の一部を改正する条例案
　県立社会福祉施設は引き続き県で運営し充実を図ることが必要であるとの立場であるので、廃止を前提にした指定管理者制度への移行には反対である。

□県第79号議案　広島県建築基準法施行条例の一部を改正する条例案
□県第80号議案　広島県教育委員会の事務を市町が処理する特例を定める条例の一部を改正する条例案

□県第81号議案　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正する条例案
□県第82号議案　「減らそう犯罪」ひろしま安全なまちづくり推進条例の一部を改正する条例案
　県民に「取組に協力するよう努める」と責務を課すのはどうか。本来必要なのは、「子どもを守ろう」とする県民の自主的な活動参加であり、行政はその意欲を引き出すような努力をすることが必要であって、義務を課すのは自発的な活動意欲を引き出す制約にならないかと危惧をする。事業者に対しては、施設内での安全確保上の義務もあり、必要だと考える。以上、意見を付して賛成する。

□県第83号議案　広島県立因島フラワーセンター設置及び管理条例を廃止する条例案
　当施設は毎年数千万円の赤字を県と地元自治体で負担してきた経過がある。移管に当たってリニューアルの計画もあるが、経営的に採算が合うよう抜本的な改善策を取って移管すべきである。地元自治体が受け入れに合意をしているが、今からでも地元自治体と十分協議し、採算が取れるよう支援体制を強化することが大切である。以上、意見を付して賛成する。

□県第84号議案　工事請負契約の締結（庄原市川西町の国道183号線改良工事）
□県第85号議案　工事請負契約の締結（呉市豊浜町豊島大橋橋梁上部工）
■県第86号議案　工事請負契約の締結（広島港出島地区の港湾環境整備・遮水工事）
　出島地区に産業廃棄物の最終処分場を造ることには地域住民に強い異論があり、工事実施に当たっても住民への十分な説明がなされているとは言えないため、工事の一方的な実施には反対である。

■県第87号議案　工事請負契約の締結（福山市南松永町・尾道糸崎港臨港道路山波松永線橋梁下部工事①）
■県第88号議案　工事請負契約の締結（福山市南松永町・尾道糸崎港臨港道路山波松永線橋梁下部工事②）
　上記２議案の工事は、多額の税金を使う産業開発優先の道路整備である。住民の願いは「国道２号線に出る渋滞の解消のため藤井川方面に橋を整備して欲しい」などの生活道路の整備であり、そのための手立てこそ急がれるので賛成できない。

□県第89号議案　財産の無償譲渡（県立因島フラワーセンター）
□県第90号議案　和解に応じることについて（農業改良資金貸付金の回収）
■県第91号議案　公の施設の指定管理者の指定（県立社会福祉施設・大野寮）
　県立社会福祉施設は充実こそ求められる立場から移管廃止に反対してきた。大野寮についても厳しい経営が強いられる民間法人に指定管理を委ねるのではなく、県自ら責任を持って運営すべきであるので反対する。

□県第92号議案　沼田川流域下水道白市地区の設置費用の一部を受益市に負担させることについて
□県第93号議案　広島県公安委員会委員の任命の同意について
□県第94号議案　広島県人事委員会委員の選任の同意について
【提出した請願】（審査結果）
「小児医療の充実を求める請願」＝生活福祉保健委員会
　この請願は、「看護婦・医療従事者をふやして市民の医療を守る会」（冨樫恵代表）が十年以上にわたって署名を添えてほぼ毎回の議会に提出され、辻議員が紹介議員となってきました。委員会では、石橋良三委員（自民党如水会）が独立型の子ども病院ではなく「小児病棟型」を基本とした施設整備を県が進めていることを理由にこの請願の不採択を求め、今回も採択されませんでした。　
●意見書案についての態度
□「地方分権推進につながる歳入・歳出一体改革を求める意見書」
□「郵便局再編について国の適切な対応を求める意見書」

■「農業経営安定対策の段階的実施と集落機能の維持を求める意見書」

　意見書案は、国による「大規模農家や集落法人などの担い手」に生産構造を再編することを強く追認するものとなっている。価格政策の放棄は、多くの農家の願いである農産物の価格安定などを不可能とし、日本の食糧自給率を大幅に低下させるものとならざるを得ない。小規模農家の意欲喪失を危惧するのであれば、農業経営安定対策の段階的な実施を認めるのではなく、農業を行う意志のあるすべての農家を農業政策と農業補助金の対象にして担い手を育成し、集落機能の活用を図るべきである。以上の理由でこの意見書案には反対である。

■「地方の道路整備の促進と財源の確保に関する意見書」

　意見書案は、道路特定財源を引き続き高速道路などの道路整備最優先に使用しようとするもので、賛成することができない。

□「高金利引下げに関する意見書」

　この意見書案の要望事項に小口短期資金の例外規定を設けさせない内容を盛り込むとより完全であると考えるが、全体としては賛成である。

□「脳脊髄液減少症の研究・治療等の推進に関する意見書」

　上記、意見を付し反対した２つの意見書案以外の意見書案については、何れも県民の切実な願いにそう内容となっており賛成である。

【本議会における各議案の採決に対する態度】
　以上、各議案に対する賛否を明らかにしてきました。本会議場での採決にあたり以下の態度をとりました。
●各案（県第73号議案及び県第80号議案を除く）並びに請願の一括採決＝反対

　

各議案に対する賛否はこれまで明らかにしてきたとおりです。県第76号、78号、86号、87号、88号、91号の各議案に反対の態度です。県民の願いを実現する立場から賛成する議案も多くありますが、請願の否決、県税条例の一部改定や社会福祉施設の扱い、問題がある大型公共事業の請負契約締結などの政治的比重に鑑み、一括採決のため反対の態度をとりました。

●県第73号議案及び県第80号議案の一括採決＝賛成
· 県議第２号議案　広島県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数を定める条例等の一部を改正する条例案（神石高原町を福山市と合区する案）＝反対

· 県議第３号議案　広島県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数を定める条例等の一部を改正する条例案（神石高原町を府中市と合区する案）＝反対

　県議の議案についてはいずれも反対しました。理由は最初に述べたとおりです。結果は３号議案が可決され、神石郡は府中市に合区することになりました。総定数は６６人です。

●常任委員会委員の選任＝賛成

　私は、生活福祉保健委員会の配属となりました。

●常任委員会委員長並びに副委員長の選任＝賛成

●議会運営委員会委員の選任＝賛成

●議会運営委員会委員長並びに副委員長の選任＝賛成

· 意見書案の一括採決＝賛成

　意見書案に対する態度は前に述べたとおりです。採択は一括採決ですので、歳入・歳出一体改革や郵便局の再編、高金利引下げなどでの県民意見の反映の政治的比重に鑑み賛成しました。

●議員の派遣

　この議案は、議員の海外視察を議員の派遣に名を借りて行うものです。県財政が厳しく、県民のくらしもたいへんな中ですので、海外視察は自ら中止すべきです。

以上
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